
様式第１号(第６条関係)

 年 　月　 日

能美市長 　　　　　　　あて
(住所)
(氏名)
(電話)
事業認定申請書
標記補助金を受けたいので、能美市創業支援事業補助金交付要綱第６条の規定により、申請します。
補助金交付予定申請額： 　　　　　　　　　　　円
添付資料 ：　事業計画書(様式第２号)

　　　　　　 創業事業計画に関する確認書(様式第３号)

　　　　　　 その他

様式第２号(第６条関係)
年　 月　 日
能美市長 　　　　あて

申請者　住所
氏名
電話

能美市創業支援事業補助金 事業計画書

能美市創業支援事業補助金を受けたいので、補助金交付要綱第４条及び第６条の規定により、添付資料を添えて事業計画書を提出します。また、計画書の提出にあたっては、市税等の納付状況等の調査に対し、同意することを申し添えます。
添付書類
物件及び工事の内容 別紙１
店舗等の概要及び事業計画 別紙２
宣誓書 別紙３
同意書(※賃貸物件の場合：貸主の同意が得られたとわかるもの) 別紙４その他

別紙１ 物件及び工事(賃貸借)の内容
	物件住所
	

	物件所有者・住所
	

	補助対象経費
	経費内訳
	事業費

	
	
	
	内訳

	
	１　土地購入

２　店舗等購入、賃貸借

３　店舗等建築工事、

設備工事

４　その他創業に係る

　　事業に必要な設備


	税抜金額(円)
	市補助金(円)
	自己資金(円)

	
	計
	
	
	


※物件住所の位置図を添付のこと
※賃貸物件にあっては、賃貸借契約書の写し、家主の改修の同意書を添付のこと
※工事内容の見積書、平面図等を添付のこと
※詳細な内容については、任意様式での資料提出可能
別紙２ 店舗等の概要及び事業計画 (※内容については別紙での提出可能)
	事業所名

(店舗名)
	(設立年　　 年 　月)

	住所
	〒

	(ふりがな)

代表者
	(　　　　　　　　　　　　　　　　　 )

	連絡先
	TEL：

Mail：

	HP アドレス
	

	資本金
	

	事業の業種・営業内容等
	

	事業に必要な技能や職業経験・経歴等
	

	事業展開・資金計画等
	


別紙３

同 意 書

私　　　　　　　　　　　　 は、地域経済活性化を担う一員としての自覚を持って、自らの事業活動をこの地域で真摯に取り組んでいきます。
また、補助金交付要綱に関連する税情報等の調査について同意するとともに、私の都合により、要綱第１４条の規定に該当した場合は、補助金の返還の責を負うことに同意します。
年 　　月　　 日
氏名

別紙４
賃貸借契約に係る同意書

私　　　　　　　　　　　 (以下、甲)は、能美市創業支援事業の主旨に賛同し、借受人　　　　　　　　　　　　 (以下、乙)と賃貸借契約を結んでいる物件(住所：能美市　　　　　　　　　 )について、改修工事をすることに同意します。

年 　　月　　 日

(甲)

住所

氏名
添付書類
　　　(甲）の本人確認書類の写し
様式第３号（第６条関係）
　　　年　　　月　　　日
事業者名　　　　　　　　　　　
認定支援機関ＩＤ番号
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


住　　　所
名　　　称
代表者役職
代表者氏名
創業事業計画に関する確認書
　創業事業計画の記載内容について、以下のとおり確認しました。
１．認定経営革新等支援機関担当者名等
①認定経営革新等支援機関担当者名　　　　　　　　　　　　　　　　
②認定経営革新等支援機関電話番号　　　　　　　　　　　　　　　　
③認定経営革新等支援機関担当者メールアドレス　　　　　　　　　　
２．創業事業計画に対する所見
	項目（注）
	所見

	５年以上の事業継続が
見込めるか
	


※　認定支援機関ＩＤ番号については、各経済産業局webサイトを参照のうえ記入ください。webサイトに記載がない場合は、認定を受けた各経済産業局にお問い合わせください。
※　「代表者氏名」に記入する氏名は、本確認書を記載する認定支援機関の内部規定等により判断してください。
市税等の完納状況調査同意書

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  私儀

　この度、能美市創業支援事業補助金の申請をするにあたり、能美市創業支援事業補助金交付要綱第３条に定める市税等の完納状況を能美市産業交流部商工課が確認することに同意いたします。

　なお、この調査の結果、①市税に滞納がある場合②受益者負担金及び上下水道料の使用料が完納されていない場合には補助金交付の対象外となることに異論はございません。

　　　令和　　　年　　　月　　　日

　　　　　　　　　　　　　　　　住　所

　　　　　　　　　　　　　　　　氏　名　　　　　　　　　　　　　　

　能美市長　　　　　　　あて　　　


	担当課記載
	項　目
	確認日
	確認結果

	
	市税の状況
	
	

	
	受益者負担金
	
	

	
	上下水道料金
	
	


【創業計画書】
・事業の目的・コンセプト
	


・事業内容
	


・事業展開スケジュール
	実施時期
	具体的な実施内容

	1年目
	

	2年目
	

	3年目
	

	4年目
	

	5年目
	


・経歴・職歴
	年　　月
	

	年　　月
	

	年　　月
	

	年　　月
	

	年　　月
	

	年　　月
	


・事業に要する許認可、資格、免許等（必要な場合のみ）
	許認可、資格、免許等名称
	取得・取得見込年月

	
	年　月　取得・取得見込

	
	年　月　取得・取得見込

	
	年　月　取得・取得見込


・資金計画（税込）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　単位：千円
	必要な資金
	金額
	調達方法
	金額

	設
備
資
金
	
	
	自己資金
	

	
	
	
	金融機関からの借入
	

	
	
	
	補助金
	

	
	小計
	
	
	

	運
転
資
金
	
	
	
	

	
	
	
	その他
	

	
	小計
	
	
	

	合計
	
	合計
	


・事業の見通し（月平均）　　　　　　　　　　　　　　　　　単位：千円
	
	創業当初
	軌道に乗った後
(　　年　　月以降)
	積算根拠

	①売上高
	
	
	

	②売上原価
	
	
	

	経　費
	人件費
	
	
	

	
	賃貸料
	
	
	

	
	支払利息
	
	
	

	
	広告費
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	③合計
	
	
	

	利益
①－②－③
	
	
	


・売上計画　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　単位：千円
	
	１年目
（  年　月～　年　月期）
	２年目
（　年　月～　年　月期）
	３年目
（　年　月～　年　月期）
	４年目
（　年　月～　年　月期）
	５年目
（　年　月～　年　月期）

	(a)売上高
	
	
	
	
	

	(b)売上原価
	
	
	
	
	

	(c)売上総利益

(a-b)
	
	
	
	
	

	(d)販売管理費
	
	
	
	
	

	営業利益
(c-d)
	
	
	
	
	

	従業員数
	　　　　　　人
(うちﾊﾟｰﾄ･ｱﾙﾊﾞｲﾄ　　　人)
	　　　　　　　　　人
(うちﾊﾟｰﾄ･ｱﾙﾊﾞｲﾄ　　　人)
	　　　　　　　　　人
(うちﾊﾟｰﾄ･ｱﾙﾊﾞｲﾄ　　　人)
	　　　　　　　　　人
(うちﾊﾟｰﾄ･ｱﾙﾊﾞｲﾄ　　　人)
	　　　　　　　　　人
(うちﾊﾟｰﾄ･ｱﾙﾊﾞｲﾄ　　　人)

	備考
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